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ご説明資料

敦賀発電所１，２号機の現況について

２０２３年５月１７日

日本原子力発電株式会社

本資料には、日本原子力発電株式会社またはその他の企業の秘密
情報を含んでおります。当社の許可なく本資料の複製物を作成するこ
と、本資料の内容を本来の目的以外に使用すること等の行為を禁止
します。

日本原子力発電株式会社
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本日のご説明内容

敦賀発電所の運営状況について
（１）敦賀発電所の概要について
（２）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について
（３）敦賀発電所２号機の運営状況について
（４）敦賀発電所の主な公表について

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社
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東海発電所（廃止措置中）
2001年12⽉ 廃止措置着⼿

東海第二発電所
(安全性向上対策工事中）
2019年7⽉ 原⼦炉設置変更

許可

電⼒会社
北海道 東北 東京
中部 北陸 関⻄
中国・四国・九州
Ｊパワー

原⼦⼒産業
グループ

三菱 日⽴ 東芝
など

出 資

原⼦⼒発電 実施主体    ⺠間主体（⺠間
会社設⽴）      閣議了解   原⼦⼒発電
専業会社   設⽴
設⽴年⽉日 1957年11⽉1日

発電設備 東海第二発電所 110万kW
敦賀発電所２号機 116万kW

２基合計 226万kW
従業員数 1,199人

(2022年8⽉31日現在)
電⼒供給 東海第二発電所 ⇒東京電⼒EP㈱

東北電⼒㈱
敦賀発電所２号機 ⇒関⻄電⼒㈱

北陸電⼒㈱
中部電⼒㈱

敦賀発電所１号機
（廃止措置中）
2017年4⽉19日 廃止措置計画認可

敦賀発電所２号機
（新規制基準への適合性確認審査中）

2015年11⽉5日 新規制基準への適合性
確認審査の申請

敦賀発電所３，４号機
（建設準備工事中）

2004年3⽉30日 原⼦炉設置変更許可申請

福井県敦賀市

●

茨城県東海村

●
●

発電所以外の当社施設
本社（東京都台東区）美浜原⼦⼒緊急事態⽀援    （福井県美浜町）
     燃料貯蔵(株)（⻘森県  市） 福島事務所（福島県大熊町）

●

●

（１）敦賀発電所の概要について

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社
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敦賀半島

敦賀発電所１,２号機

敦賀市街 美浜発電所
（関⻄電⼒）

もんじゅ
（原⼦⼒機構）

敦賀原⼦⼒館

若狭湾

敦賀発電所３,４号機
建設予定地

敦賀湾

浦底湾

ふげん
（原⼦⼒機構）

美浜市街

（１）敦賀発電所の概要について

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社
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1987年 2⽉ 営業運転開始
日本初の110kW級
国産改良標準型軽⽔炉

2011年 5⽉ 原⼦炉⼿動停止
2015年11⽉ 新規制基準 係 原⼦炉設置変更

許可申請

〇敦賀発電所１号機 【定格電気出⼒ 35.7万kW】

〇敦賀発電所２号機 【定格電気出⼒ 116万kW】

〇敦賀発電所３，４号機 【定格電気出⼒ 153.8万kW × 2基】

1970年 3⽉ 営業運転開始
日本初の商業用軽⽔炉
大阪で開催された万国博覧会に送電

2015年 4⽉ 営業運転終了
2017年 5⽉ 廃止措置着⼿

2004年 3⽉ 原⼦炉設置変更許可申請
日本初 改良型PWR

2004年 7⽉ 建設準備⼯事開始
2010年 3⽉ 建設予定地敷地造成終了

設 備 概 要
型式 沸騰⽔型(BWR)
燃料 低濃縮   (約52ton)

濃縮度 3.7wt%
販売先 関⻄ 中部 北陸

設 備 概 要
型式 加圧⽔型(PWR)
燃料 低濃縮   (約89ton)

濃縮度 4.1wt%
販売先 関⻄ 中部 北陸

設 備 概 要
型式 改良型PWR(APWR)
販売先 関⻄ 中部 北陸

（予定）

（１）敦賀発電所の概要について

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社
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原⼦炉圧⼒容器

蒸気

制御棒

原⼦炉格納容器

発電機

海水主復水器

原⼦炉建屋

タービン

給水ポンプ

給水

Ｐ

使⽤済燃料
貯蔵池

１号機は沸騰⽔型軽⽔炉（BWR）であり、原⼦
炉の⽔(冷却材)をそのまま沸騰させて蒸気をつくり、
その蒸気によりタービンを回して発電します。

使⽤済燃料
ピット

原⼦炉建屋

給水ポンプ

原⼦炉格納容器

発電機
タービン

主復水器

蒸気発生器

制御棒

加圧器

原⼦炉容器

蒸気燃料取扱棟

Ｐ 海水

２号機は加圧⽔型軽⽔炉（PWR）であり、原
⼦炉 ⽔（冷却材） ⾼温 ⾼圧   蒸気発
生器に送り、蒸気発生器の⽔を蒸気に変えて、そ
の蒸気によりタービンを回して発電します。

タービン建屋
（非管理区域）

タービン建屋

（放射線管理区域）
（放射線管理区域）

給水

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

（１）敦賀発電所の概要について
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○敦賀発電所１号機 廃止措置計画について
敦賀発電所１号機 廃止措置⼯程  ３段階 分 ２４年    ⾏  放射能    

低 領域  解体 開始    特 放射能    ⾼ 原⼦炉本体等 領域  放射能 時
間 共 弱   性質 利用  放射能    下     解体 ⾏    
具体的   原⼦炉建屋内  燃料 搬出後 原⼦炉本体 解体 ⾏    後建屋 解体

 更地     

（２）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について

核燃料物質の搬出（新燃料 加工ﾒｰｶｰへ）
（使⽤済燃料:２号機へ）

原子炉建屋・ﾀｰﾋﾞﾝ建屋内設備解体撤去

原子炉圧⼒容器等の解体撤去
原子炉建屋・ﾀｰﾋﾞﾝ建屋内設備
解体撤去（継続）

管理区域の解除
原子炉建屋・ﾀｰﾋﾞﾝ建屋
解体撤去

原⼦炉建屋

原⼦炉
圧⼒容器

原⼦炉格納容器

使用済燃料
プール（ラック）

核燃料物質
の搬出

換気空調設備

補機冷却⽔設備

タービン 発電機

復⽔器

圧⼒抑制   

タービン建屋

主な解体範囲

原⼦炉建屋

タービン建屋
原⼦炉格納容器

使用済燃料
プール

原⼦炉
圧⼒容器

換気空調設備

主な解体範囲 主な解体範囲

原⼦炉建屋

タービン建屋

原子炉本体等解体準備期間
【９年間】

原子炉本体等解体期間
【９年間】

建屋等解体期間
【６年間】

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社
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○これまでに実施した解体工事

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

 タービン・発電機等解体工事  高圧注水系ディーゼル・ポンプ等解体工事 制御棒駆動ユニット等解体工事

排⽔    除染作業 ⾏ 完了（2017年5⽉ 2017年6⽉）
以下 解体⼯事 実施 完了（2018年5⽉ 2020年3⽉）

解体前

解体後

 タービン・発電機

解体前

解体後

解体前

解体後

 高圧注水系ディーゼル・ポンプ 制御棒水圧駆動ユニット

（２）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について
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○これまでに実施した解体工事

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

⽔素 酸素発生装置 解体⼯事 実施 完了（2020年7⽉ 2021年2⽉）

【主な解体対象設備】
①電解槽 ②圧縮機 ③ガスホルダー ④サージタンク ⑤電圧整流器 ⑥制御盤 ⑦電源盤

【電解槽】 【圧縮機】

①

②

②

③ ③④

④
⑤

⑥

⑦

②

③

解体対象施設の範囲

（２）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について
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○これまでに実施した解体工事

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

解体対象施設の範囲

１号機

①

②

【窒素供給装置】

【主な解体対象設備】
①窒素供給装置 ②補助ボイラー及び補助ボイラー建屋

【補助ボイラー建屋】

屋外設備 解体⼯事 実施 完了（2021年2⽉ 2021年7⽉）

（２）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について
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○これまでに実施した解体工事

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

解体対象施設の範囲

②

①

【補機冷却⽔   】 【補機冷却⽔熱交換器】

【主な解体対象設備】
①補機冷却⽔   ②補機冷却⽔熱交換器

    補機冷却系熱交換器他 解体⼯事 実施 完了（2021年2⽉ 2021年10⽉）

（２）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について
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○これまでに実施した解体工事

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

取⽔⼝   設備 解体⼯事 実施 完了(2022年10⽉ 2023年1⽉)

（２）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について

1号機構内全体図

【門型クレーン】

1号機

浦
底
湾

取⽔路

解体対象施設の範囲

【主な解体対象設備】
①海水除塵装置
②門型クレーン

① ②

【海水除塵装置】
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○これまでに実施した解体工事

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

薬液注⼊   他 解体⼯事 実施 完了(2022年12⽉ 2023年3⽉)

（２）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について

【硫酸注⼊装置】

1号機構内全体図

【苛性ソーダ注⼊装置】

1号機

解体対象施設の範囲

【主な解体対象設備】
 硫酸注⼊装置
・苛性ソーダ注⼊装置
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圧縮減容仕分、容器収納 充填固化処理

性能  放射性廃棄物 収納     缶 ３方向  圧縮  約1/3に減容
主要寸法（たて×横×⾼ ） 約3,550㎜×約1,900㎜×約945㎜

圧縮減容装置

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

（２）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について

○これまでに実施した工事
廃止措置⼯事等に伴い発生した放射性廃棄物を圧縮減容する装置（圧縮減容装置）の設置
⼯事 実施 完了（2022年1⽉ 2022年3⽉）

設置場所 2021年10⽉ 解体 完了      補機冷却系熱交換器 跡地

【２０２２年度 稼働実績】
放射性廃棄物を収納したドラム缶 約２４００本を圧縮減容
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（３）敦賀発電所２号機の運営状況について

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

2012年11⽉ 2015年3⽉
原⼦⼒規制委員会
敷地内破砕帯調査 係 有識者会合  対応

原⼦⼒規制委員会発⾜ 2012年9⽉19日

※2014年12⽉3日 原⼦⼒規制委員会
審査 原⼦⼒規制委員会 ⾏  許認可 決定   
有識者 評価  重要 知⾒ ⼀    参考    

新規制基準施⾏ 2013年7⽉8日

審査会合 : 審査中断⇒2023年4⽉18日 指導⽂書受領  設置変更許可申請書 補正     （期限 2023年8⽉31日）
Ｋ断層の活動性及び原⼦炉建屋直下を通過する破砕帯との連続性 関係  部分     申請書 補正 ⾏    

敦賀２号機 新規制基準適合性確認申請 2015年11⽉5日

規制委員会
2021年 8⽉18日 審査中断 ⇒ 原⼦⼒規制検査   原電 業務     構築      確認  

※2020年12⽉ 2022年9⽉ 原⼦炉規制検査 実施（計10回）
2022年10⽉26日 審査再開判断 ⇒      柱状図   書 換  係 原⼦⼒規制検査 結果及 今後 対応 了承

・業務プロセスの構築がなされ、継続的に品質を確保する取組みがなされていると判断
  重要度:- 深刻度:SLIII」の評価とする

審査会合 審査 進 ⽅ 規制委員会側  主要 論点（13項目）の提示（計3回）
2015年11⽉19日 2016年 2⽉ 4日 ※「敷地内破砕帯」評価から進めることとなった ⇒ ヒアリング計9回実施

審査会合  地震動評価（計3回）
2018年 4⽉27日 2019年12⽉13日

審査会合 柱状図に係る指摘対応（計3回）
2020年 2⽉14日 2020年10⽉30日

審査会合 敷地内破砕帯評価（計６回）
2017年12⽉22日 2020年 2⽉ 7日
適宜 追加調査結果 審査資料 反映 提出 説明実施
規制委員会より「ボーリング柱状図記事欄の書き換え」について指摘

審査会合 : 審査再開
2022年12⽉ ９日      柱状図10孔              確保 調査    変更箇所等を提示

⇒ 技術的 論点 関  審査 前  改善       基         確認  審査会合 実施           

当社  社内 審査体制 強化     電⼒会社等   更   ⽀援  協⼒ 得  敦賀発電所２号機 設置変更許可申請書
の品質確保に取り組み、今後の審査に真摯に対応してまいります。
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○敦賀発電所２号機審査 これまでの説明・対応の進捗状況について

（３）敦賀発電所２号機の運営状況について

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

・重要施設※直下となる破砕帯を明確化する
こと

・代表破砕帯を選定して活動性評価をする
場合は、より客観性のある選定の考え方によ
 ⾏   

審査での主なコメント（ 審査会合）

・重要施設近傍の破砕帯分布をより明確に
確認するため、追加のボーリング調査によ
りデータ拡充
（現場  調査 終了    解析中）

・破砕帯のずれの向きなどの客観的な指標
に基づき、破砕帯をグループに区分し、グ
ループごとの活動時期の新旧関係も考慮し
て代表破砕帯を選定し、活動性を評価

＜破砕帯＞

・評価条件     先⾏     知⾒ 重要  新
たなデータ等があるなら説明すること

・原⼦⼒施設    短周期側 重要  熊本地震 
検証において短周期への影響について確認すること

＜地震動＞

審査での主なコメント（ 審査会合）

 先⾏     審査実績等 反映  
評価条件 地震動 ⾒直 （浦底断層 1,011ガル）

 熊本地震 検証内容 更  充実
・短周期側の十分な余裕の確保の考え方の説明

・敷地内破砕帯中の代表破砕帯評価結果
より全ての破砕帯は活断層ではない
（約12万 13万年前以降 活動   ）

・浦底断層と連動することはない

・調査結果に基づき、評価条件を設定
・震源が近い浦底断層については、2016年熊本
地震 知⾒ 反映  特別な条件で評価
（地表までの震源モデルを設定）

・基準地震動Ss 800ガル

・これまでの破砕帯資料 記載 不備
 地震動⾒直  踏   耐震対策  
 追加 斜⾯切取  ⾏  
これにより造成された⾼台（標⾼15ｍ）を
活用して事故時の安全対策を向上

（高台へ緊急時対策所、事故時対処設備
などを配置する）

・追加のボーリング調査の内容

当社評価のポイント 当社評価のポイント

コメントへの対応（審査会合)
コメントへの対応（審査会合）

屋外重要施設 配置⾒直 など
（審査会合）

⾒直  配置 基   
破砕帯評価を進めていく

丸数字が申請時に代表破砕帯として選定した4本の破砕帯

引き続き、説明

※原⼦炉建屋 非常用海⽔取⽔路 緊急時対策所  

引き続き、説明

記載 不備 精査 再発防止対策
（審査会合）

審査での主なコメント（審査会合）

・極めて近い浦底断層は、慎重に判断していく。
・更 余裕 加  評価     再検討    
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○敦賀発電所 低レベル放射性廃棄物搬出設備の放射能評価プログラムの誤りについて
（２０２３年２⽉７日公表）

当社は、敦賀発電所低レベル放射性廃棄物搬出設備について、メーカから、放射能評価プログラムの
誤     低   放射性廃棄物（以下  廃棄体     ） 放射能濃度 低 評価     可
能性があるとの連絡を受けました。
     過去 日本原燃（株）低   放射性廃棄物埋設    （⻘森県六 所村） 搬出 

た廃棄体９,６００本を調査した結果、放射能評価プログラムの誤りの影響を受けた廃棄体が１,４３
６本あることを確認しました。
この廃棄体１,４３６本     放射能濃度 再評価  結果 埋設基準※を満⾜していることを確
認しました。
当社  今後       本事案 原因究明 ⾏  適切 対応        

目的外使用・複製等禁止 日本原子力発電株式会社

（４）敦賀発電所の主な公表について

※ 埋設基準   日本原燃㈱ 事業許可申請書等 定      廃棄体 放射能濃度限度 表⾯汚染密度限
度 外観 健全性等 係 基準 


